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『複数の組織目標の追及が企業の戦略的行動に与える影響』 
 
I 本論文の主旨と構成 
 
１．本論文の主旨 
企業行動理論の原典であるCyert and March（1963）が組織目標（organizational goals）の重要性を指摘してか
ら半世紀が過ぎた。組織目標とは経営上層部の役割を定義する制約集合であり（Simon, 1964: 1）、企業の戦略
的な意思決定と行動に重要な影響を与える。特に、企業の収益性や規模などの全般的な目標（overall goals）と
実際の業績の乖離が企業の様々な意思決定や行動へ影響を与えることが分かっている（レビューとして、
Shinkle, 2012）。 
 近年は特に、複数の目標（multiple goals）を企業がどのように追求するかが企業行動理論の研究者の関心を
集めている（例えば、Greve, 2008; Rowley, Shipilov, & Greve, 2017）。企業は単一の目標をもつのではなく、少
数の操作的な目標の束をもつ（Cyert & March, 1963: 46）。総資産利益率や自己資本利益率などの全般的目標は
企業が意思決定を行う上で一般的過ぎるため（Gavetti, Greve, Levinthal, & Ocasio, 2012: 12; Kim, Finkelstein, & 
Haleblian, 2015: 1363）、いくつかの操作的な目標に分化されて追求される。なかでも、特定の行動の目標であ
る特定目標（specific goals）や全般的目標を分化した下位目標（sub-goals）は、組織が分業して行動する上で不
可欠な目標である（Argote & Greve, 2007; Cyert & March, 1963）。 
 企業の複数目標が残された研究課題として重要なのは、限定合理性をもつ経営者が全ての目標へ均等に注意
（attention）を払い、同時に追求することが不可能だからである（Cyert & March, 1963）。また、1つの目標を
追求すると他の目標の達成が難しくなるなど、目標間のトレード・オフが組織に葛藤（conflict）を生み出す場
合もある。組織は異なる選好をもつ構成員の連合体（coalition）である。そのため、組織がどのように目標を形
成し、複数の目標をどのように優先順位付けするかは組織内の交渉プロセスに依存し、高い不確実性をもつ
（Cyert & March, 1963）。しかしながら、企業行動理論では組織による複数目標の追求について長らく十分な
実証的研究が蓄積されてこなかった（Gavetti et al., 2012: 22）。 
組織の複数目標が再び議論されるようになったのは、Greve（2008）とGaba and Joseph（2013）の2つの実証
研究に寄るところが大きい。Greve （2008）はノルウェーの損害保険会社を対象に企業規模の目標について分
析し、企業の収益性の目標に業績が到達すると、規模の目標からの業績の乖離が企業の成長に与える影響が強
まることを明らかにした。また、Gaba and Joseph（2013）は複数の事業部をもつデジタル・デバイス製造企業
を調査し、全社レベルの収益目標の未達と事業部レベルの収益目標の未達は企業の新製品投入率に異なる影響
を与えることを示した。その後、組織の複数目標と実際の業績の乖離が企業行動に与える影響を分析した論文
として、Rowley et al.（2017）やEggers and Suh（2018）、Tarakci, Ates, Floyd, Ahn, and Wooldridge（2018）が公
刊されているが、現時点ではまだ研究は少なく、今後のさらなる研究の蓄積が期待されている。 
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 本論文の目的は特定目標と下位目標、そして複数のパートナーもつジョイント・ベンチャ （ーJV）に焦点を
当て、同時に存在する複数目標に対して企業がどのように追求するかを概念的な考察と定量的な分析により明
らかにすることである。第2章の既存研究レビューから、本研究を構成する次の3つの実証研究のリサーチ・
クエスチョンを導出している。 
 1 つ目のリサーチ・クエスチョンは、特定目標のアスピレーション・レベルへの未達が他の特定目標に対応
する行動へどのような影響を与えるか、である。特定目標とは、組織の特定の行動（以下、特定行動）におけ
る目標であり、Cyert and March（1963: 59-65）は具体的に、生産目標や在庫目標、販売目標、市場シェア目標、
利益目標の5つを例示している。いくつかの実証研究は特定目標の業績がそれと対応する特定行動へ与える影
響を分析している。例えば、Gaba and Bhattacharya（2012）はイノベーションの目標に達していない企業ほどコ
ーポレート・ベンチャー・キャピタルの採用をする傾向を示している。また、Kim et al.（2015）は企業買収の
業績を株価の異常累積リターンで測定し、企業買収の目標に対する業績が高いほど、その後の買収行動が促さ
れることを発見した。これらの研究は特定目標と実際の業績の乖離がその特定目標を改善するための行動を促
すことを示している。しかしながら、特定目標が同じ組織内の別の特定行動にどのような影響を与えるかにつ
いて分析した論文は、最新の研究であるEggers and Suh（2018）に限られている。そこで、本論文では第3章
で生命保険会社における営業目標の未達が資産運用でのリスクテイキングに与える影響を分析している。 
 2 つ目のリサーチ・クエスチョンは、全般的目標を分化した下位目標のアスピレーション・レベルと実際の
業績の乖離は組織の行動にどのような影響を与えるか、である。現実の企業では、一般性の高い目標はいくつ
かの下位目標に分化され、組織内の分業を通じて追求されていく（Cyert & March, 1963）。組織の意思決定や
行動は異なる関心や情報、アイデンティティをもつ個々の組織構成員による集団的なものであり、下位目標の
最適化が現象として生じうる（Argote & Greve, 2007: 344）。これは下位目標のために全般的目標が犠牲になる
ことであり、全般的目標に責任を負うトップ・マネジメントにとって重要な課題である。そのため、本論文で
は第4章で、全般的な目標である市場シェアを新契約での市場シェアの獲得と既存契約での市場シェアの維持
の2つの下位目標に分け、これらの目標に対する業績が営業員の配置にどのような影響を与えるかを分析して
いる。 
3つ目のリサーチ・クエスチョンは、ハイアラーキーをまたがる JVの競争レスポンス・スピードはハイアラ
ーキー企業のそれとどのように異なるか、である。JVはパートナー間の共通の目標を達成するために設立され
た組織であるが、現実にはパートナーが持つ目標は互いに異なり、各パートナーはパートナー自身の目標を達
成するようJVへ働きかける（Johnson, Korsgaard, & Sapienza, 2002）。前述のGaba and Joseph （2013）は全社レ
ベルと部門レベルという「垂直的ハイアラーキー内の複数目標」（: 1103）の研究であるのに対し、第 5 章の
研究はハイアラーキーをまたがる JV アライアンス内の複数目標を分析する。本研究では特に、意思決定や行
動のさまざまな側面のなかでも、それらのスピードに着目して分析している。JVが豊富に存在する日本の石油
化学産業を研究のコンテキストとして、JVとハイアラーキー企業の競争レスポンス・スピードを定量的に分析
している。これら3つの実証研究によって、本論文は企業が複数目標をどのように追求するかという点で、企
業行動理論へ貢献することを目指している。 
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２．本論文の構成 
 本論文の構成は、以下のとおりである。 
 
第1章 イントロダクション 
1. 研究背景 
2. 研究目的 
3. 章構成 
 
第2章 既存研究のレビュ  ー
1. アスピレーション・レベル 
1.1. はじめに 
1.2. レビュー対象論文の選定と主要国際誌での掲載状況 
1.3. アスピレーション・レベル 
1.4. 引き起こされる企業行動 
1.5. モデレーティング要因 
1.6. 複数目標のアスピレーション・レベル 
1.7. 小括とリサーチ・クエスチョンの導出 
2. 競争レスポンス・スピード 
2.1. はじめに 
2.2. 競争レスポンス・スピードの概念 
2.3. AMCフレームワークと競争レスポンス・スピード 
2.4. 既存研究における測定尺度の問題点 
2.5. 競争レスポンス・スピードに影響を与える要因 
2.6. 小括とリサーチ・クエスチョンの導出 
 
第3章 研究1: 特定目標に関する定量分析 ―営業の特定目標が資産運用のリスクテイキングに与える影響― 
1. はじめに 
2. 理論的背景と仮説 
2.1. 企業行動理論とパフォーマンス・フィードバック 
2.2. 保有契約業績の目標が資産運用でのリスクテイキングに与える影響 
2.3. 新契約業績の目標が資産運用でのリスクテイキングに与える影響  
3. 分析方法 
3.1. サンプル 
3.2. 従属変数 
3.3. 独立変数 
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3.4. コントロール変数 
3.5. 分析モデル  
4. 分析結果 
5. 議論 
 
第4章 研究2: 下位目標に関する定量分析 ―市場拡大と市場保持の目標が人的資源配分に与える影響― 
1. はじめに 
2. 理論的背景と仮説 
2.1. 行動パースペクティブからの人的資源配分 
2.2. 市場拡大目標と市場保持目標が人的資源配分に与える影響 
2.3. 市場拡大目標の達成による効果 
2.4. 市場保持目標の達成による効果 
2.5. 市場保持目標の達成による市場拡大目標への効果 
3. 分析方法 
3.1. サンプル 
3.2. 従属変数 
3.3. 独立変数 
3.4. コントロール変数 
3.5. 分析モデル  
4. 分析結果 
5. 議論 
 
第5章 研究3: ジョイント・ベンチャーに関する定量分析 ―ジョイント・ベンチャーの競争レスポンス・ス
ピード― 
1. はじめに 
2. 理論的背景と仮説 
2.1. 競争レスポンス・スピードと JVの資源の補完性、交渉活動 
2.2. AMCフレームワーク 
2.3. 本研究のAMCモデル 
2.4. レスポンス策定スピード 
2.5. レスポンス実行スピード 
2.6. レスポンスの規模によるモデレーティング効果 
3. 分析方法 
3.1. サンプル 
3.2. 従属変数 
3.3. 独立変数 
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3.4. コントロール変数 
3.5. 分析モデル 
4. 分析結果 
5. 議論 
  
第6章 総括 
1. 本研究の主な発見 
2. 貢献 
3. 限界と今後の展望 
3.1. 知見の一般化 
3.2. 戦略的行動がパフォーマンスに与える影響 
3.3. 今後の展望 
 
参考文献 
1. 和文 
2. 欧文 
 
 
II 本論文の概要 
 
 本論文の概要は、以下のとおりである。 
第1章では、本論文の研究背景と研究目的、章構成の3つを説明している。まず、研究背景として、なぜ組
織の複数目標が企業行動理論の研究者のあいだで注目され、取り組むべき研究課題として重要なのかを論じて
いる。次に、研究目的として、特定目標と下位目標、JVに焦点を当て、これらが企業の戦略的行動に与える影
響を定量的に分析することの意義を述べている。 
第2章では、アスピレーション・レベルと競争レスポンス・スピードに関する既存研究をレビューし、実証
分析を行う上での前提知識と既存研究で明らかになっていることを確認している。インパクト・ファクター上
位 50 の経営学誌を対象に、査読付論文を抽出し、主要誌での掲載状況や鍵概念、実証的方法などを包括的に
レビューしている。アスピレーション・レベルに関する既存研究レビューから、2 つのリサーチ・クエスチョ
ンを導出している。リサーチ・クエスチョン 1: ある特定目標のアスピレーション・レベルへの未達は、他の
特定目標に対応する行動へどのような影響を与えるか。リサーチ・クエスチョン 2: 全般的目標を分化した下
位目標のアスピレーション・レベルと実際の業績の乖離は組織の行動にどのような影響を与えるか。第2章の
後半では、競争レスポンス・スピードに関する既存研究のレビューから、1 つのリサーチ・クエスチョンを導
出している。リサーチ・クエスチョン 3: ハイアラーキーをまたがるジョイント・ベンチャーの競争レスポン
ス・スピードはハイアラーキー企業のそれとどのように異なるか。 
第3章では、リサーチ・クエスチョン1に対し、生命保険会社の営業目標からのパフォーマンス・フィード
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バックが資産運用でのリスクテイキングに与える影響を分析している。具体的には、生命保険会社がもつ2つ
の営業目標、すなわち新契約業績と保有契約業績のアスピレーション・レベルに業績が達しなかったとき、資
産運用でのリスクテイキングがどのように変化するかについて、企業行動理論から2つの仮説を構築し、統計
的に検証を行っている。企業を分析単位とする日本の生命保険会社に関する 2002 年から 2015 年までの 14 年
間のパネルデータを構築し、時系列で変化しない企業固有の効果をコントロールするために固定効果モデルに
よる分析を行った結果、保有契約業績がアスピレーション・レベルを下回るほど、資産運用でのリスクテイキ
ングが促されることを発見している。対照的に、新契約業績がアスピレーション・レベルを下回るほど、資産
運用でのリスクテイキングが抑制されることも発見している。 
第4章では、リサーチ・クエスチョン2に対し、生命保険会社を対象に、地域市場ごとの市場シェアの下位
目標がその市場への営業職員の配分に与える影響を分析している。市場シェアは新規の契約や顧客の獲得であ
る市場拡大目標と、既存の契約や顧客の維持である市場保持目標の2つの下位目標に分解できる。これら2つ
の下位目標のアスピレーション・レベルに対する業績がどのように営業職員の配分に与えるかについて、行動
パースペクティブである企業行動理論とプロスペクト理論から5つの仮説を構築し、統計的に検証を行ってい
る。企業－都道府県を分析単位とする日本の生命保険会社に関する2000年から2015年までのパネルデータを
構築し、マルチレベル・モデリングにより分析した結果、次のことを発見している。市場拡大目標に対する業
績はその地域での営業職員の配分と正の関係にある。また、業績が市場拡大目標のアスピレーション・レベル
を上回ると、この正の効果は強まる。市場保持目標に対する業績はその地域での営業職員の配分と負の関係に
ある。また、業績が市場保持目標のアスピレーション・レベルを下回ると、この負の効果は弱まる。経営者は
脅威に直面するために硬直的になると考えられるためである。さらに、業績が市場保持目標のアスピレーショ
ン・レベルを上回ると、市場拡大業績がアスピレーション・レベルを上回ったときに、営業職員を増やす効果
が強まる。 
第 5 章では、リサーチ・クエスチョン 3 に対し、複数のパートナー企業をもつ JV の競争レスポンス・スピ
ードを分析している。競争レスポンス・スピードをレスポンス策定スピードと実行スピードの 2 段階に分け、
AMCフレームワークにより4つの仮説を構築し、統計的に検証を行っている。JVが豊富に存在し、なおかつ
アクションとレスポンスの関係性を把握可能な寡占的競争環境である日本の石油化学産業を対象に、1993年か
ら2004 年までの設備増強行動を定量的に分析した結果。レスポンス策定スピードでは JV 企業が非 JV 企業よ
りも遅いが、レスポンス実行スピードでは JV企業が非JV企業よりも速いことを発見している。また、レスポ
ンスの規模が大きいほど、JVのレスポンス策定スピードは非 JV企業のそれよりもさらに遅くなる一方で、JV
のレスポンス実行スピードは非 JV企業のそれよりもさらに速くなることを発見している。 
第6章では、第5章までの研究成果を総括し、本論文の分析結果から得られた発見事実、理論的・実証的・
実務的貢献を記している。それらの貢献を述べた上で、本論文の限界点と今後の研究の方向性を提示して、本
論文を締めくくっている。 
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III 審査要旨 
 
本論文の審査結果は、大要以下のとおりである。 
１．本論文の長所 
（１）本論文は、複数の組織目標の追及が企業の戦略的行動に与える影響を共通テーマとする、3 つの実証
研究からなっている。企業行動理論を中心とする既存研究では、組織が複数の目標を持ち、全般的な目標だけ
で業績を評価し、意思決定を行うことは困難であり、特に特定目標と下位目標の存在と役割が重要であること
が指摘されていたが、実証研究は十分には行われておらず、そのほとんどが単一組織内のものであった。本論
文は、体系的なレビューを行い、既存研究の限界から3つのリサーチ・クエスチョンを示した上で、そのそれ
ぞれに対応する形で実証研究を行うことによって、既存研究の隙間を埋めることに成功している。 
（２）本論文は、主として企業行動理論の延長線上に位置づけられるが、以下の点で既存研究を発展させる
ものである。①既存研究では特定目標からのフィードバックが特定目標とは異なる活動へ与える影響について
は研究されてこなかったのに対して、本論文では生命保険会社の営業目標からのフィードバックが資産運用で
のリスクテイキングに影響を与えることを示している。②既存研究では組織が全般的な目標をいくつかの下位
目標に分解して追及していることが指摘されていたが、実証研究はほとんどなかったところ、本論文では生命
保険会社の営業職員の配分に対して、全般的な目標である市場シェア目標によるモデルよりも、下位目標であ
る市場拡大目標と市場保持目標によるモデルのほうが高い説明力を持っていることを示している。③既存研究
では単一企業内の複数目標が分析されてきたが、本論文では石油化学産業における企業を跨いだ JV アライア
ンスにおける複数目標を分析している。 
（３）本論文は、生命保険業界と石油化学産業という2つの実証コンテキストを使った分析から、より豊富
な結果を得ることに成功している。また、紙ベースのデータと他の複数のデータ源から収集したデータを組み
合わせて長期にわたるパネルデータやクロスセクショナルデータを構築するなど、実証的にもかなりの貢献を
している。 
 
２．本論文の短所 
（１）本論文は、複数目標を特定目標、下位目標、JVの3つとし、独立した3つの研究を行っているが、こ
の3つにすることの妥当性が必ずしも十分に議論されていないため、全体としての貢献が曖昧である。特に、
特定目標および下位目標と JVでは理論的前提が異なると思われるが、その点も必ずしも十分に議論されてい
ない。そのため、第1章および第6章で論文全体の議論や今後の方向性が提示されているが、第5章の関わり
がわかりにくい。 
（２）仮説のグラウンディングが必ずしも十分でない箇所がいくつか見られる。例えば、第3章において、
保有契約高がアスピレーション・レベルを下回るほど、資産運用でのリスクテイキングが促されるとしている
が、なぜ新規契約ではなく、資産運用に向かうかについてもメカニズムについて必ずしも説得力のある形では
示されていない。 
（３）第3章において、ロバストネスチェックはロバストネスのなさを提示しているように見受けられるが、
複数の組織目標の追及が企業の戦略的行動に与える影響
─ 170 ─
8 
 
ロバストネスチェックの結果についての丁寧な説明がなされていない。 
 
３．結論 
本論文には、以上のような長所と短所があるが、その長所に比べて、短所はきわめて軽微であり、本論文の
優秀性をいささかも損なうものではない。 
論文提出者・佐々木博之は、早稲田大学商学部卒業し、株式会社シグマクシスでコンサルタントとして3年
間勤務した後、2013年9月に早稲田大学大学院商学研究科修士課程に入学し、2015 年9 月に同博士後期課程
に進学した。その後、2016年4 月より商学学術院総合研究所助手の職にある。 
本論文のもとになった3つの実証研究は、いずれも国内外の学会での発表や学会誌への投稿論文が採択され
ていることからも、研究水準の高いことが示されている。第1の研究は公益財団法人生命保険文化センターか
ら「研究奨励賞」が授与され、第2の研究はAcademy of Managementの年次大会での発表が採択され、第3の
研究は『組織科学』への掲載が決定されている。 
以上の審査結果にもとづき、本論文の提出者 佐々木博之には「博士（商学）早稲田大学」の学位を受ける
十分な資格があると認められる。 
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